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ローワーク（厚生労働省, 2012）によると、指定保育
士養成施設卒業者のうち、約半数は保育所に就職し
ていないことがわかっている。また、平成25年の調
査では、保育士登録者約118 万6 千人のうち、現在
保育士として働いていない潜在保育士は75 万9 千
人存在することも明らかになっている（厚生労働省,  
2015a）。
　資格を持ちながらも、潜在保育士はなぜ保育職
に従事しないのであろうか。潜在保育士の約30％
は保育士としての就業を希望しておらず、約25％が、
ブランクがあくことで就業（最就業）への不安を感
じているという。また、潜在保育士が保育職就業を
希望しない理由としては、「賃金が希望と合わない」
（47.5％）、「責任の重さ・事故への不安」（40.0％）、
「休暇が少ない・とりにくい」（37.0％）など多くがあ
げられているが、これらの理由が解消された場合の
保育士への就業希望者は63.6％であることがわかっ
ている（厚生労働省, 2013）。
　したがって、保育職就業を妨げる要因を解消する
ことによって潜在保育士の保育職就業を促進するた
めに、厚生労働省（2015c）は「保育士確保プラン」
を掲げ、保育士としての職場復帰のための研修奨励
や民間保育所で働く保育士の給与改善（平均5％）
などの施策を打ち出している。保育技術の拙さや安
全・事故に対する不安については、現在の新しい保

問　題

　「待機児童解消加速化プラン」をかかげる厚生労
働省では、平成29年度末までに約40万人分の保育
の受け皿確保を目指している。「保育所等関連状況
取りまとめ」（厚生労働省, 2015d）によると、厚生労
働省は平成25、26年度の2年間で約21.9万人分の
保育受け入れ枠拡大を達成しているが、平成29 年4
月1 日時点での保育所入所待機児童数は26,081 人
（うち、東京都8,479人）で前年比2,528人の増加で
あり、依然として多くの待機児童を抱える現状であ
る。また、保育の受け入れ拡大を目指しているにもか
かわらず、保育職従事者数は伸び悩んでいる。「一般
職業紹介状況（職業安定業務統計）」（厚生労働省,  
2016）によると、2016年10月の保育士有効求人倍率
は東京都では5.37倍、その他の地方でも2倍を超え
ている。多くの求人がありながら、保育士は慢性的に
不足しており、平成29年度末において6.9万人の保育
士不足が見込まれている。
　このような状況の中、保育士資格を有しながらも
保育士として就業していない「潜在保育士」が注目さ
れている。潜在保育士は、資格を取りながらも保育
職に一度も就いたことのない者、早期離職者、ライ
フスタイルの変化にともない保育職から退職や転職
をした者など、さまざまな理由によって生まれる。ハ

和文要約
　本研究は、潜在保育士の退職理由を調査し、潜在保育士が保育現場で働くために求めるサポート、今後の保育
士としての就業意欲について明らかにすることを目的とする。調査対象者は、現在保育現場を離れている、20～65
歳の女性998名であった。調査の結果、退職理由は、「職業・職場に関する理由」よりも「個人的な理由」による退
職が多く、特に「結婚」による退職が最多であった。また、保育現場で働くために求めるサポートとしては、「急な休
みへの対応」、「時短勤務やシフトの考慮などの勤務形態の整備」が多かった。これらの結果から、結婚や出産を
機に退職した潜在保育士は、現在、子育てや介護に携わる者が多いことが推察される。そのため、潜在保育士の就
業を促進するためには、妊娠出産・育児休暇といった出産前・直後に対するサポートよりも、時短・シフトや休暇と
いったより長期にわたるサポートの必要性が示唆された。
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潜在保育士の退職理由と再就職意欲の実態 1)
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いる（澤津他, 2015）。退職理由について多次元尺
度法を用いて分析したところ、退職理由は次の4つ
に分類されたという。すなわち、①「職務内容起因
群」（個人的要因が強く、主要因は健康上の理由、自
分の適性・能力、責任の重さ、他業種への興味）、②
「職場状況起因群」（主要因は職場の人間関係、職
場の方針）、③「労働条件群」（主要因は職務環境の
３大要件である主要因は労働時間が長い、仕事量が
多い、給与が安い）、④「ライフイベント群」（主要因
は結婚、妊娠・出産）である。上記4つの退職理由に
ついて関連を調べたところ、職場状況に起因した退
職理由が高いほど労働条件を起因とした退職理由を
選択していた。また、ライフイベントに起因する退職
理由を選択しているほど職務内容に起因する退職理
由の選択が低く、ライフイベントに起因する退職と職
場状況、労働条件に起因する退職理由との関連はみ
られないことが明らかになっている。
　上述したとおり、一度は保育現場で働き離職した
潜在保育士の中には、結婚や出産を機に保育現場を
離れた者が多い。「保育士の再就職支援に関する報
告書」（株式会社ポピンズ, 2011a, 2011b）に示され
た退職経験を持つ現職・潜在保育士の退職理由を
みてみると、「家庭との両立が難しい」（25.6 ％）と
いう個人的な事情を理由とした退職が高く、この理
由は、職場環境の問題である「人間関係」（26 .5％）
を理由とする退職と同程度であった。このような理
由によって退職した潜在保育士は、子育てが一段落
した者もいれば、子どもの教育費などを稼ぐことを目
的とし、子育てをしながら再就業を試みる者もいる
であろう。そのように考えると、保育職離職経験のあ
る潜在保育士の就業を促すためには、保育技術の習
得・向上のサポートだけでなく、働き方のサポートが
求められているのではないであろうか。
　個人のライフスタイルに合わせた働き方、主として
勤務時間や休暇などの采配については、保育施設単
位である程度のルール化が可能である。「休暇が少
ない・とりにくい」等の悩みが解消された場合に保育
士就業を希望する潜在保育士は63.6％（厚生労働
省, 2013）であること、さらに、現在の悩みとして「家
庭との両立（子育て・介護）」を挙げている現職保育
士は48.4％（株式会社ポピンズ, 2011a, 2011b）であ
ることから、ライフスタイルに合わせて時間や休暇の
融通を利かせることができるのであれば、潜在保育

育を学んだり、保育技術を改めて研修したり、職場で
の危機管理意識を高める工夫や講習を増やしたりす
ることによって低減できると考えられる。そのため、
各都道府県に設置された保育士・保育所支援セン
ターにおいては離職した保育士に対する再就職支援
の強化がなされており、民間団体や自治体などでも
多くの研修カリキュラムが組まれてきた。このような
状況からも、保育士が不足している現状と、潜在保育
士に対する保育の担い手としての期待の高さが窺え
る。
　保育士が不足し潜在保育士への期待が高まる一
方で、保育士の離職率の高さも問題になっている。
2009年に保育士養成施設の卒業生を対象とした調
査（全国保育士養成協議会, 2009）では、卒業直後
と同じ職場で勤務している者の割合は、卒後2年目
では76.0%、卒後6年目では46.1%であり、卒後2年目
までに約4分の1が、卒後6年目までに半数以上が離
職しているという現状が示された。さらに、「平成25
年度社会福祉施設等調査」（厚生労働省, 2015b）
では、保育士の常勤採用者4.9万人に対し、離職者は
3.3万人（離職率10.3％）であることが明らかになっ
ている。これらの調査結果から、保育士不足は養成
される保育士数が少ないのではなく、有資格者であ
りながら保育職に従事しない潜在保育士に加え、保
育職従事者の離職率の高さも一因であると考えられ
る。
　では、潜在保育士はどのような理由で保育職か
ら退職したのであろうか。「東京都保育士実態調査
報告書」（東京都福祉保健局, 2014）によると、主
たる理由は「妊娠・出産」（25.7％）、「給料が安い」
（25.5％）であり、これらに次ぐ理由として「職場の
人間関係」（20.6％）、「結婚」(20.4)％、「仕事量が
多い」（20.3％）が挙げられた。これらの理由のうち、
「妊娠・出産」、「結婚」は、女性のライフサイクル
の変化に関連した個人的理由による退職である。保
育士は女性のライフサイクルの影響が強い職種（森
本・林・東村, 2013）といわれているが、特に結婚によ
る保育職の退職については、学校法人三幸学園・東
京こども専門学校（2015）にて40％、澤津・鎌田・山
根（2015）にて32.98％ など、他の多くの実態調査
において最も高い退職理由になっている。 
　さらに、保育士退職の理由は単独ではなく複数あ
り、その理由には関連がみられることも報告されて
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　② 過去の保育職の経験
　保育職経験者には、保育職として通算何年勤務し
たのか、「1年未満」「1～2年未満」「2～3年未満」「3
～4年未満」「4～5年未満」「5～7年未満」「7～10年
未満」「10年以上」の8段階で回答を求めた。また、
保育職として勤務したことのある施設（公立保育所や
私立幼稚園等）について回答を求めた（複数回答あ
り）。

　③ 保育職の退職理由
　保育職の退職理由について、「家庭の事情（介護
等）」「結婚」「妊娠・出産」「子育て・家事」「健康上
の理由」（以上、個人的理由）、「給与への不満」「仕
事内容への不満」「職場の人間関係」「保護者対応
の難しさ」「園児対応の難しさ」（以上、職務上の理
由）、「その他」の11項目を呈示し、該当する理由につ
いて回答を求めた（複数回答あり）。

　④ 保育現場で働く上で求めるサポート
　保育士として就業する際に求めるサポートを調べ
るために、「子どもの行事などに参加できるように休
みがとれる」、「急な休みでも対応してもらえる」、「何
か困ったときに相談にのってもらえる」、「職場に妊
娠・出産をしやすい雰囲気がある」、「育休後、スムー
ズに職場復帰できるよう配慮してくれる」、「子育てや
介護をしながらでも働きやすいよう、時短勤務やシフ
トの考慮など、勤務形態を整えてくれる」の6項目を
設定し、希望する順について、第3希望まで回答を求
めた。サポート項目は、宮﨑・小池・山﨑（2013）の報
告を参考に作成した。

　⑤ 今後の保育職就業意欲
　今後、保育士として働きたいかについて、「非常にそ
う思う」（5点）～「全くそう思わない」（1点）の5件法
で尋ねた。

　⑥ その他の調査項目
　上述した調査内容の他に、最終学歴、同居家族、
幼稚園教諭免許の有無、保育職経験の有無、現在の
職種、現在の就業形態、個人年収、希望する働き方、
保育職に対する不安・ストレス、保育職従事にあたり
求める研修、全般的なモチベーションについても尋
ねた（本論文では扱わないため説明は省略する）。

士の保育士就業意欲を高め、実際の就業を可能にす
るだけでなく、現職保育士の離職防止にもつながる
のではないかと考えられる。

目　的

　大谷（2009）が指摘するように、保育者離職率の
全国規模データはなく、潜在保育士の保育士再就職
における働き方のサポートに関する研究もみあたらな
い。そこで、本研究では、潜在保育士の退職理由と再
就職意欲の実態について、保育職再就業における働
き方のサポートの観点を含めて検討することを目的と
する。潜在保育士において、保育の仕事そのものが負
担であった場合の退職と、結婚や家庭の事情など個
人的な事情による退職では、保育士再就業への意欲
が異なると考えられる。また、保育士に再度就業する
のであれば、再就業者にとっては、個人のライフスタ
イルにみあった働き方をできることが望ましいであろ
う。そのため、保育職への従事を可能にするためには
どのような働き方のサポートが有効であるのかを探る
ことを目的とする。

方　法

（1）調査対象者
　インターネット調査会社の会員のうち、「保育士
有資格者」であり、「現在保育現場を離れている」、
「20～65歳」、「女性」のすべてを満たした全国の潜
在保育士モニター998名を対象とした。

（2）調査方法
　潜在保育士モニターに向けて、インターネット調査
会社からメールによる調査協力依頼を送信した。調
査への協力は任意とし、インターネット上に設置され
た調査フォーム上での個別回答を求めた。調査依頼
から調査回答の期間は、2014年9月8日から9月30日
であった。

（3）調査項目
　① 基本属性
　調査対象者の性別は女性に限定し、年齢は調査会
社に登録された個人属性から抽出した。未婚・既婚
の別は抽出しなかった。
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（2） 過去の保育職経験
　潜在保育士834名のうち、過去に保育職として勤務
した者は557名(66.8％)、一度も保育職として勤務し
たことのない者は277名（33.2％）であり、回答者の
ほぼ7割は実際に勤務を経験していた。潜在保育士
の多くは過去に勤務を経験した離職者であることが
推測される。

結　果

（1）回答率と年代
　潜在保育士モニター998のうち、83.6％にあた
る834名の回答が得られた（平均年齢43.5歳、 
SD=10.59）。

（3） 過去の勤務先
　保育職として勤務したことのある557名の勤務先では、私立保育園勤務者が最も多かった（Table1）。

経験 公立保育園 私立保育園 公立幼稚園 私立幼稚園 その他児童
福祉施設

ある
ない

勤務先
過去の勤務経験と勤務先

注： =834,　表中の値は、人数（％）

（4） 過去の保育職勤務年数
　保育職の勤務経験者557名について、過去の勤務
年数の合計を算出した（Tabel2）。勤務1年未満での
退職は7.72％であり、勤務3年未満の退職人数を合
計すると、全体の30％を占めた。全体では5年以上10
年未満が53％で最も多く、ある程度の年数を勤務し
てから退職している実態が窺える。また、10年以上の
勤務経験を有する者も16％おり、勤務経験の幅は広
かった。

合計勤続年数 度数 ％
1年未満
1年～2年
2年～3年
3年～4年
4年～5年
5年～7年
7年～10年
10年以上
合計

過去の保育職勤務年数

（5） 保育職の退職理由
　保育職の勤務年数ごとに、保育職の退職理由につ
いて集計した（Table3）。保育職従事が1年未満であっ
た潜在保育士は、「職場の人間関係」（32.6％）を理
由とした退職が最も多く、保育職従事1～2年の潜在
保育士においも同理由による退職が15.0％であった
が、他の保育職従事年数では大きな退職理由として
挙げられなかった。また、保育職従事1年未満の場合、
「健康上の理由」を退職理由に挙げた者は、他の保
育職従事年数の潜在保育士よりも多い23.3％であっ
た。保育職従事が1年以上の潜在保育士は、「結婚」
（30.0～57.1％）を機とした退職が最も多かった。さ
らに、保育職従事4～5年、5～7年、7～10年の潜在
保育士では、「結婚」に次いで「妊娠・出産」（20.3～
32.2％）が退職理由として高く、個人的な理由による
退職が職務上の理由による退職を上回っていた。
　全体的にみると、保育士としての経験の浅い保育
職従事1年未満、1～2年、2～3年であった潜在保育士
において、「給与への不満」、「仕事内容への不満」、
「職場の人間関係」等、職務上の理由を退職理由に
挙げる傾向がみられたが、保育職従事の経験が比較
的長かった潜在保育士では、職務上の理由による退
職率は低く、多くは個人的理由によるものであった。
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そ
の
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1年未満 14.0 14.0 4.7 0.0 23.3 11.6 23.3 32.6 7.0 4.7 14.0
1年～2年 15.0 30.0 10.0 3.3 15.0 23.3 20.0 15.0 8.3 5.0 13.3
2年～3年 6.1 31.8 19.7 4.5 13.6 15.2 16.7 9.1 3.0 0.0 13.6
3年～4年 7.1 57.1 15.7 10.0 8.6 5.7 11.4 10.0 2.9 0.0 8.6
4年～5年 12.7 33.3 22.2 9.5 19.0 11.1 12.7 11.1 1.6 1.6 14.3
5年～7年 5.6 52.2 32.2 6.7 7.8 5.6 4.4 7.8 3.3 1.1 13.3
7年～10年 13.5 55.4 20.3 12.2 9.5 8.1 5.4 6.8 4.1 1.4 16.2
10年以上 15.4 31.9 11.0 14.3 11.0 6.6 6.6 14.3 5.5 0.0 16.5
合計 11.0 40.0 18.0 8.3 12.6 10.2 11.3 12.2 4.3 1.4 13.8

注1：退職理由は複数回答であり、表中の値は当該勤務年数における選択率（％）を示す。
注2：選択率のうち、網掛け太字は当該勤務年数における選択率1位、太字は選択率20%以上、下線
は選択率15％以上20％未満を示す。

保育職合計勤務年数ごとの退職理由（複数選択）

合
計
勤
務
年
数

退
職
者
数

退職理由

個人的理由 職務上の理由

（6） 勤務年数ごとの保育現場で働くうえで最も必
要なサポート

　保育職として働く際にどのようなサポートが必要か
について、保育職の経験年数ごとに回答率を集計し
た（Table4）。その結果、保育資格をもちながら一度
も保育士として働いたことのない未経験の潜在保育
士を含め、「急な休みでも対応してもらえる」、「子育

てや介護をしながらでも働きやすいよう、時短勤務や
シフトの考慮など、勤務形態を整えてくれる」ことが
求められていた。また、保育職従事が１年未満であっ
た潜在保育士は、「何か困ったときに相談にのっても
らえる」（20.93％）こともサポートして求めおり、この
ような回答は他の保育職従事年数にくらべて高かっ
た。
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務
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を
整
え
て
く
れ
る

合
計

0年 16.97 30.32 8.66 5.05 3.97 35.02 100
1年未満 13.95 32.56 20.93 2.33 0.00 30.23 100
1年～2年 10.00 40.00 13.33 6.67 1.67 28.33 100
2年～3年 6.06 43.94 6.06 4.55 0.00 39.39 100
3年～4年 12.86 31.43 10.00 1.43 2.86 41.43 100
4年～5年 12.70 36.51 14.29 1.59 3.17 31.75 100
5年～7年 10.00 34.44 13.33 2.22 6.67 33.33 100
7年～10年 14.86 48.65 5.41 1.35 1.35 28.38 100
10年以上 15.38 39.56 8.79 4.40 1.10 30.77 100
合計 13.67 35.85 10.19 3.72 2.88 33.69 100

注1：表中の値は当該勤務年数における選択率（％）を示す。

最も求めるサポート

合
計
勤
務
年
数

退
職
者
数

注2：選択率のうち、網掛け太字は当該勤務年数における選択率1位、太字は選択率20%以
上を示す。

保育職合計勤務年数ごとの保育職勤務にあたり求めるサポート
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（7） 保育職勤務年数と潜在保育士の保育士就業意欲
　過去に保育職として勤務したことのある者とない
者について、今後保育士として働く意欲に差がある
かどうか、HAD(清水他, 2006)によるWelch検定を
行った。その結果、勤務経験者(M=3.09, SD=1.16)
の方が勤務未経験者(M=2.69, SD=1.13)よりも、今
後保育士として勤務したい意欲が有意に高かった
(t (564.76)=4.78, p<.001)。
　さらに、今後の保育士就 業 意 欲について保育
職勤務年数を独立変数とする分散分析を行った
結果、保育職勤務年数の主効果が有意であった
（F (8,825)=5.90, p<.001）（Figure1）。Bonferroni法
による多重範囲検定を行ったところ、保育士資格を
取得しながら一度も保育職に就いたことのない潜在
保育士（M=2.69, SD=1.13）は、保育士として4～5年
（M=3.29, SD=0.18）、5～7年（M=3.33, SD=1.12）、
7～10年（M=3.46 SD=1.13間勤務経験のある潜在保
育士にくらべ、保育士就業意欲が低かった（いずれも
p<.01）。さらに、保育士勤務経験が1～2年の潜在保
育士は、勤務経験7～10年の潜在保育士にくらべ保
育士就業意欲が低かった（p<.05）。
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Figure1 勤務年数ごとの保育士就業意欲
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（8） 保育現場で働く上で必要なサポートと再就業
意欲

　保育士として働く際に求めるサポートによって今
後の保育職就業意欲が異なるか、一要因の分散分
析を行ったところ、求めるサポートの主効果が有意
であった（F(5,551)=4.44, p<.001）。Bonferroni法によ
る多重範囲検定の結果、「子どもの行事などに参加
できるように休みがとれる」ことを求める潜在保育士
（M=3.69, SD=0.96）は、「急な休みでも対応しても

らえる」（M=3.02, SD=1.15）、「何か困ったときに相談
にのってもらえる」（M=2.97, SD=1.30）、「子育てや介
護をしながらでも働きやすいよう、時短勤務やシフ
トの考慮など、勤務形態を整えてくれる」（M=3.03, 
SD=1.11）ことを求める潜在保育士にくらべ、再就業
意欲がで有意（p<.01）に高かった（Figure2）。また、
「子どもの行事などに参加できるように休みがとれ
る」ことを求める潜在保育士の再就業意欲は、「職
場に妊娠・出産しやすい雰囲気がある」（M =2.71, 
SD=1.40）ことを求め潜在保育士よりも有意（p<.05）
に高かった（Figure1）。
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Figure2 求めるサポートごとの保育士再就業意欲

1  : 子どもの行事などに参加できるように休みがとれる
2：急な休みでも対応してもらえる
3：何か困ったときに相談にのってもらえる
4：子育てや介護をしながらでも働きやすいよう、時短勤務やシフトの

考慮など、勤務形態を整えてくれる
5：育休後、スムーズに職場復帰できるよう配慮してくれる
6：職場に妊娠・出産しやすい雰囲気がある

p<.01 p<.01 p<.01 p<.05

考　察

（1）保育職従事１年未満の潜在保育士の退職理由
　本研究の結果、潜在保育士の7割弱は過去に保育
士としての勤務経験があることから、保育士有資格
者の離職率の高さが浮き彫りになった。このうち、保
育職従事が１年未満で離職した潜在保育士は8％弱
おり、退職理由として「職場の人間関係」（32.6％）
が最も高かった。他の年代では、職場の人間関係を
退職理由に挙げた者は15％未満であり、早期離職
者の多くが、就職初年度に多くの業務と責任を抱え
る中で、人間関係に関する悩みを解消・克服する機
会を得にくいことを示唆するものと思われる。さら
に、保育職従事が1年未満であった潜在保育士は、
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他の経験年数の潜在保育士よりも「健康上の理由」
（23.3％）による退職率が高かった。森本他（2013）
のインタビュー結果によると、保育者の退職理由の
「体調不良」の裏には、職場での人間関係が原因で
あることが示されており、本研究でも「職場の人間関
係」が理由で退職している人は、実際の数値よりも多
い可能性がある。新任保育者の抱える困難に関する
レビューを行った加藤・安藤（2012）は、同僚との人
間関係の問題は、保育観の相違が根本にあることを
指摘している。新任保育士は理想の保育と現実の保
育との乖離から生じるリアリティショックを起こしや
すい状態であり、自身の保育観を否定されることは、
自分自身の人格も否定されていると受け止めやすい。
また、キャリアの長い保育士と新任保育士では、保育
経験もさることながら、年齢差が大きいほど受けてき
た保育教育の内容が異なるため、両者には保育観の
ズレが生じやすいという指摘がある。そのような保育
観のズレは、キャリアの長い保育士から新任保育士
への助言・注意につながりやすく、新任保育士の保育
に対する自信や動機づけを低下させる恐れがある。そ
のため、新任保育士の早期離職を防ぐためにも、新
任保育士の保育観を受け止めつつ職場の中でコミュ
ニケーションをはかるような、新任保育士へのフォ
ローが必要であろう。

（2） 保育職従事1年以上の潜在保育士の退職理由
　保育職従事が１年以上の潜在保育士については、
「結婚」による退職が最も多く、保育職従事3～4年
未満、5～7年未満、7～10年未満の潜在保育士では、
同理由の選択率が50％を超えていた。同時に、保育
職従事4～5年未満、5～7年未満、7～10年未満の潜
在保育士では、「妊娠・出産」を理由とする退職も目
立った。厚生労働省（2016a）発表の「平成 27 年雇
用動向調査結果の概況」によると、平成27年1年間の
25～29歳代の女性労働者における結婚による離職
率は、一般労働者では2.7％、パートタイム労働者で
は0.6％、出産・育児による退職率は、一般労働者で
は1.0%、パートタイム労働者では4.6％であることがわ
かっている。この結果と比較すると、保育士の結婚・
出産よる退職率は非常に高い。
　林（2014）は、保育者養成校の学生のキャリアイ
メージを調査したところ、結婚や出産をしても働き続
けたい学生が50％いた一方で、結婚したら退職した

い学生が11％、出産したら退職したい学生が36％い
たことを報告している。また、保育士資格課程の学生
は現役保育士にくらべ「３歳までは子育てに専念すべ
き」「保育園のような長時間の集団保育は乳幼児に気
の毒」との考えが、保育士資格課程および幼稚園教
諭資格課程の学生は現役保育士および幼稚園教諭
にくらべ「親はわが子を優先すべき」との考えが、そ
れぞれ有意に高い（高田・山下, 2010）ことが明らか
にされている。このような考え方は、現場で働いてい
る保育者よりも学生の方が高い。また、これらの結果
は、保育職従事者は潜在的に仕事よりも自身の結婚
や育児を選択しやすい傾向にあることを示唆すると
も考えられる。しかし、このようなプライベート結婚・
出産を理由にした退職は、子どもがある程度の年齢
に達したならば、保育職に再就業する可能性も示唆す
るように思われる。
　また、保育職従事1～2年未満の潜在保育士は、他
の従事年数にくらべて「給与への不満」と「仕事内容
への不満」による退職が多かった。このような退職理
由は、保育職そのものに対する不満であり、今後保育
職に再就業する見込みは低いものと考えられる。した
がって、潜在保育士の再就業を拡大するためには、保
育職そのものを理由として退職した潜在保育士より
も、プライベートな理由により退職した潜在保育士の
方が、保育職再就業に結びつきやすいのではないで
あろうか。そのためには、上述したとおり、結婚を経
て育児が一段落した潜在保育士が働きやすいような
就業支援と職場環境が求められるであろう。

（3） 保育職勤務にあたり求めるサポート
　すべての保育職従事年数において、「急な休みでも
対応してもらえる」、「子育てや介護をしながらでも働
きやすいよう、時短勤務やシフトの考慮など、勤務形
態を整えてくれる」というサポートが求められていた。
特に、「急な休みへの対応」が希望されており、現場
の保育士が不足しているため、休めない現状も窺え
る。保育職の退職理由の分析から明らかとなったよう
に、結婚や出産を機に退職した潜在保育士は、現在
子育てや介護に携わる者が多いことが推察される。
そのため、潜在保育士の保育士就業を促進するため
には、妊娠出産・育児休暇といった出産前・直後に対
するサポートよりも時短・シフトや休暇といったより
長期にわたる就業サポートの必要性が示唆された。
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（4）保育職勤務年数からみた保育士再就業意欲
　保育職の勤務年数によって保育士再就業意欲が異
なるか分析したところ、保育職未経験の潜在保育士
よりも保育職従事者である潜在保育士の方が、再就
業意欲が高かった。また、保育職未経験の潜在保育
士は、保育職従事4～5年未満、5～7年未満、7～10年
未満の潜在保育士よりも再就業意欲が低く、保育職
従事1～2年未満の潜在保育士は7～10年未満の潜在
保育士よりも再就業意欲が低かった。これらの結果
から、保育職勤務未経験よりも経験のある潜在保育
士かつ比較的キャリアの長かった潜在保育士にアプ
ローチした方が、保育士就業の見込みが高いと考え
られる。

（5） 保育現場で働く上で必要なサポートからみた
再就業意欲

　保育職従事にあたり求めるサポートによって再就
業意欲が異なるか分析したところ、「子どもの行事な
どに参加できるよう休みがとれる」ことを求める潜在
保育士は、「急な休みでも対応してもらえる」、「何か
困った時に相談に乗ってもらえる」、「職場に妊娠・
出産しやすい雰囲気がある」、「子育てや介護をしな
がらでも働きやすいよう、時短勤務やシフトの考慮な
ど、勤務形態を整えてくれる」ことを求める潜在保育
士よりも、保育士への再就業意欲が高かった。子ども
をもつ保育士は、自身の子育てをしながら保育士と
して就業している。その過程では、仕事のために自身
の子どもの行事などに参加できないことも生じるであ
ろう。しかも、保育士の仕事は、他人の子どもを保育
することであり、やりがいを感じる仕事であったとし
ても、自分自身の子どもをさしおき、他人の子どもの
世話をすることに戸惑いを感じる保育士もいる。「子
どもの行事への参加」を求めるということは、退職か
ら数年を経て、子どもの年齢がすでに小学生以上に
なった可能性も高い。今回は、実子の年齢を確認しな
かったために、推測の域を超えないが、子どもがある
一定の年齢に達した際の仕事への復帰の選択肢とし
て、「子どもの行事への参加」が叶うのであれば、保
育士再就業も考えられるということを示唆するのでは
ないであろうか。
　本研究の結果に加え、「休暇が少ない・とりにくい」
等の悩みが解消されたならば潜在保育士の就業が促
進されること（厚生労働省, 2013）、また、現職の保

育士は、「家庭との両立（子育て・介護）」に難しさを
感じていること（株式会社ポピンズ, 2011a, 2011b）
などを鑑みると、潜在保育士の就業を促進するため
には、ワーク・ライフ・バランスを確立できるような保
育士の働き方を整えることが求められるであろう。ま
た、女性の一般労働者ならびにパートタイム労働者に
比べると、保育士の結婚・出産に起因する退職は非常
に多い。このことから、保育士自身が子育てや家族生
活を大切にできるよう、子どもや介護者のいる潜在保
育士同士で短時間シフトを組み合わせるなど、柔軟
な働き方を導入することができるのであれば、保育職
に従事したことのある潜在保育士の再就業および再
就業の拡大につながり得るとも考えられる。
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The reasons of latent nursery school teacher’s resignation and the actual situation of 
the will for re-employment.

Tomoko HYUGANO（Tokyo Future University）

Waka YAMAGIWA（Tokyo Future University）

Etsuko TOGO（Tokyo Future University）

Takashi KAKUYAMA（Tokyo Future University）

Abstract:
The purpose of this study was to investigate latent nursery school teachers’ reasons of resignation as well as to 
clarify the workplace support that they would like to have and whether they would like to work as nursery school 
teachers again in the future. The survey targeted 998 women in the ages of 20–65 years who are currently not 
working in nursery schools. Results showed that most of their reasons for resignation were “personal reasons” as 
opposed to “work- or workplace-related reasons,” with “marriage” being the most prevalent reason for resignation. 
Furthermore, “support in case of sudden absence”and“work provisions that take into consideration short-time work 
and shifts” were the most cited forms of support that were desired for the nursery school workplace. On the basis 
of these results, surmise that many of latent nursery school teachers who resigned due to marriage or childbirth are 
currently engaged in child-rearing or caregiving. As such, it is suggested that more long-term support in the form of 
short-time work and shifts, as well as days off, are needed, rather than support in the form of pregnancy, childbirth, 
and childcare leave, which is aimed at the period before and immediately after childbirth. (200 語 )

Key Words:
latent nursery school teacher, reasons of resignation, support, will for re-employment.

脚注1)　本研究は、文部科学省平成26年度成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進事業とし
て「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進による潜在保育士の就職・再就職支援事業」（学
校法人三幸学園・東京こども専門学校, 2015）の一環として行われた研究であり、その一部を再分析したもので
ある。


